
「日本の臓器移植法改正案として、A案はC案より優れている」
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肯定 １０班 否定 １２班



現行法現行法

１５歳以上１５歳以上

Ａ案Ａ案

臓器提供時にのみ脳死を「人の死」と判定臓器提供時にのみ脳死を「人の死」と判定

本人が書面で提供の意思表示本人が書面で提供の意思表示

家族の同意家族の同意

０歳以上０歳以上

本人が拒否していない場合、提供できる本人が拒否していない場合、提供できる

家族の同意家族の同意

脳死判定により脳死を「人の死」と判定脳死判定により脳死を「人の死」と判定

Ｃ案Ｃ案

１５歳以上１５歳以上

本人が書面で提供の意思表示本人が書面で提供の意思表示

家族の同意家族の同意

より厳密化した脳死判定基準より厳密化した脳死判定基準

臓器提供時にのみ脳死を「人の死」と判定臓器提供時にのみ脳死を「人の死」と判定

臓器提供条件臓器提供条件

臓器提供条件臓器提供条件 臓器提供条件臓器提供条件

：変更点

【レポート「臓器移植改正Ａ案～Ｄ案提案者による討議会】東京財団http://www.tkfd.or.jp/aboutus/ などをもとに発表者作成



論点論点

１１

２２

３３

年齢基準を早急に撤廃することのメリット・デメリット

脳死の判断基準厳格化によるメリット・デメリット

生前の本人の同意は必要か？必要でないか？



11
年齢基準を早急に撤廃することのメリット・デメリット

Ａ案における年齢制限撤廃の妥当性

1-1. 小児患者の国内治療が可能になり、コストが下がる1-1. 小児患者の国内治療が可能になり、コストが下がる

1-2. 小児ドナーの増加を促す1-2. 小児ドナーの増加を促す



Ｊ－ＣＡＳＴニュース 2009年2月22日記事 http://www.j-cast.com/2009/02/22036175.html

日本臨床腎移植学会の相川厚会長インタビューニュース

1-1. 小児患者の国内治療が可能になり、コストが下がる

日本の小児移植患者への海外移植の禁止傾向日本の小児移植患者への海外移植の禁止傾向

【日本人の海外移植行き先の国々の対応】

アメリカ 外国人への移植を全体の5％制限
イギリス、オーストラリア 日本人の締め出し開始
ドイツ 日本人の受け入れ禁止を始めている
中国 2007年から外国人への臓器移植禁止

【日本人の海外移植行き先の国々の対応】

アメリカ 外国人への移植を全体の5％制限
イギリス、オーストラリア 日本人の締め出し開始
ドイツ 日本人の受け入れ禁止を始めている
中国 2007年から外国人への臓器移植禁止

な
ぜ
？

な
ぜ
？

日本の移植技術は世界先端日本の移植技術は世界先端 海外での臓器不足海外での臓器不足 違法の臓器売買防止違法の臓器売買防止

→ 海外に行くしかない→ 海外に行くしかない現行法において、15歳未満の臓器提供を認めず現行法において、15歳未満の臓器提供を認めず



1-1. 小児患者の国内治療が可能になり、コストが下がる

海外海外

5000万～1億4000万円

資金の集め方 募金

5000万～1億4000万円

資金の集め方 募金

国内国内

167万6000円167万6000円

Ｊ－ＣＡＳＴニュース 2009年2月22日記事 http://www.j-cast.com/2009/02/22036175.html

心臓移植の場合心臓移植の場合

→ 海外に行くしかない→ 海外に行くしかない

2007年までに522人、うち心臓移植 116人（大人含む）

小児患者の国内治療が可能
かつ

小児患者の負担を減らす

小児患者の国内治療が可能
かつ

小児患者の負担を減らす

現行法において、15歳未満の臓器提供を認めず現行法において、15歳未満の臓器提供を認めず



【レポート「臓器移植改正Ａ案～Ｄ案提案者による討議会】 東京財団http://www.tkfd.or.jp/aboutus/

1-2. 小児ドナーの増加を促す

Ａ案は
年齢制限を無くし、規制を緩和することで、
小児ドナーの増加を促すメリットがある

Ａ案は
年齢制限を無くし、規制を緩和することで、
小児ドナーの増加を促すメリットがある



22
脳死の判断基準厳格化によるメリット・デメリット

Ａ案における脳死判定基準採用の妥当性

2-1. 国内移植医療の拡大が必要である2-1. 国内移植医療の拡大が必要である

2-2. 脳死を認めたくない人の権利も保障している2-2. 脳死を認めたくない人の権利も保障している



* 国際移植学会 65カ国、3000名以上の会員を擁する世界的な臓器移植の基礎・臨床に関する学術団体

国際移植学会*において、渡航移植は原則的に認められないと決定され、

ドナーを自国で増やし、自国での臓器移植を増やすよう努力し、国際的協力をする
旨を世界保健機関（ＷＨＯ）に報告 （イスタンブール宣言 ２００８年５月）

国際移植学会*において、渡航移植は原則的に認められないと決定され、

ドナーを自国で増やし、自国での臓器移植を増やすよう努力し、国際的協力をする
旨を世界保健機関（ＷＨＯ）に報告 （イスタンブール宣言 ２００８年５月）

国内の臓器提供を充実させる
移植医療環境の見直しが必要

国内の臓器提供を充実させる
移植医療環境の見直しが必要

移植者の３～１０％（移植施設数の５０％）を渡航移植に頼る**
移植希望者に対し、移植実施者はわずか１％***
移植者の３～１０％（移植施設数の５０％）を渡航移植に頼る**
移植希望者に対し、移植実施者はわずか１％***

肝臓移植 ２９８３名（８３施設）中 ２２１名（４３施設）
腎臓移植 ８２９７名（１３６施設）中 １９８名（６３施設）

臓器移植患者団体連絡会２００８年度活動報告 http://www.isyoku.net/katudo/2009/memo0903_24.html

日本日本

** 渡航移植者数

日本臓器移植ネットワーク http://www.isyoku.net/katudo/2009/memo0903_24.html

「脳死判定基準の厳密化」 は国際的流れに逆行「脳死判定基準の厳密化」 は国際的流れに逆行

*** １２２２９名の移植希望者に対し、提供者６３名（脳死下５名、心停止後５８名）、移植実施は１３０名

世界世界

2-1. 国内移植医療の拡大が必要である



2-2. 脳死を認めたくない人の権利も保障している

法的脳死判定の実施に家族の承諾が必要法的脳死判定の実施に家族の承諾が必要

法的脳死判定を行わなければ脳死とならない法的脳死判定を行わなければ脳死とならない

治療の続行
健康保険の適用
臓器移植の拒否

治療の続行
健康保険の適用
臓器移植の拒否

家族が脳死を受け入れられない場合家族が脳死を受け入れられない場合

臓器移植患者団体連絡会２００８年度活動報告 http://www.isyoku.net/katudo/2009/memo0903_24.html

家族による法的脳死判定の拒否が可能であり、
治療の続行、保険の適用、臓器移植の拒否が可能

「脳死は人の死」と一意に強制していない

家族による法的脳死判定の拒否が可能であり、
治療の続行、保険の適用、臓器移植の拒否が可能

「脳死は人の死」と一意に強制していない



33
生前の本人の同意は必要か？必要でないか？

Ａ案における生前の本人同意撤廃の妥当性

3-1. ドナーカード普及率が低い3-1. ドナーカード普及率が低い

3-2. 移植を行いたくない人の二重の拒否権3-2. 移植を行いたくない人の二重の拒否権



3.1 ドナーカード普及率が低い

http://www.videonews.com/on-demand/421430/001005.phpマル激トーク・オン・ディマンド 第424回（2009年05月23日）

12年間で脳死移植は81件12年間で脳死移植は81件
現状現状

年間3000人が脳死
ドナーカードを持っている人：1%
年間3000人が脳死
ドナーカードを持っている人：1%

拒否する人を考えると、
脳死による臓器提供者：年間10人程度

・海外へ臓器移植or生体肝移植を受けに行かざるを得ない・海外へ臓器移植or生体肝移植を受けに行かざるを得ない

ドナーカードがなくても、提供可能
→臓器提供者の増加
→国内での臓器移植の拡大・国際的な流れに一致

ドナーカードがなくても、提供可能
→臓器提供者の増加
→国内での臓器移植の拡大・国際的な流れに一致

A案A案

・海外へ臓器移植
－コストが高い
－現地の臓器受給者を減らす
－WHOの指針に反する

・海外へ臓器移植
－コストが高い
－現地の臓器受給者を減らす
－WHOの指針に反する

・生体肝移植
－副作用が残る危険性

・生体肝移植
－副作用が残る危険性



3.2 移植を行いたくない人の二重の拒否権

本人の生前の拒否権＋家族の同意が存在本人の生前の拒否権＋家族の同意が存在

本人の生前の拒否権

→感覚的に受け入れられない人は拒否可能

本人の生前の拒否権

→感覚的に受け入れられない人は拒否可能

家族の同意

→感覚的に受け入れられない家族は拒否可能

家族の同意

→感覚的に受け入れられない家族は拒否可能

http://www.videonews.com/on-demand/421430/001005.phpマル激トーク・オン・ディマンド 第424回（2009年05月23日）

二重の拒否権がある二重の拒否権がある



肯定側論点肯定側論点

１１

２２

３３

Ａ案における年齢制限撤廃の妥当性

Ａ案における脳死判定基準採用の妥当性

Ａ案における生前の本人同意撤廃の妥当性

2-1. 国内移植医療の拡大が必要である2-1. 国内移植医療の拡大が必要である

2-2. 脳死を認めたくない人の権利も保障している2-2. 脳死を認めたくない人の権利も保障している

1-1. 小児患者の国内治療が可能になり、コストが下がる1-1. 小児患者の国内治療が可能になり、コストが下がる

1-2. 小児ドナーの増加を促す1-2. 小児ドナーの増加を促す

3-1. ドナーカード普及率が低い3-1. ドナーカード普及率が低い

3-2. 移植を行いたくない人の二重の拒否権3-2. 移植を行いたくない人の二重の拒否権





• ドナーが増加するとありますが、本当に増加しますか？
→ 増加を促す効果はある。Ｃ案と違って、減りはしない。

• 虐待を受ける子供を守れるか？
→ 医療機関で脳死判定をする場合、機械的に判定するだけでなく医師が虐待
を見抜くことは十分できる
→ Ａ案では、脳死は人の死であるため、脳死と認められた場合、殺人罪となり、
現行法よりも厳しい処罰を受ける
→ 虐待を脳死だけの問題にするのはおかしい

• 脳死を選択した家族の精神的負担をどう考えるか？
→ 本人の同意があっても精神的負担は大きい
→

• 脳死しても生き続けている場合がある
→ 脳死から意識が戻るまで回復するわけではない
→ 生き続けていると思えば、その場合は治療を続けることは可能
→ 割合は？

解答例解答例



• 今月１８日、衆議院でＡ案が通過しましたが、Ｃ案が支持を受けている根
拠はありますか？
→ 答えられなかったら世論調査を示す

• 国内ドナーが少なく、海外への渡航移植を行うことについてはどう考えま
すか？防げますか？

予想質問予想質問


